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第
４
章 

計画の方向性 

策定における課題 

地球温暖化対策に関する社会情勢やこれまでの本市の取組を踏まえ、地球温暖化及び気候

変動による影響への対策を推進する上で、本市が抱える課題を以下に示します。 

 

  

１ 省エネルギー化に関する課題 
●エネルギー使用量の削減は、地球温暖化対策の中で最も重要、かつ基礎的な取組である。

特に、本市では業務部門や家庭部門でのさらなる削減が重要。 

●省エネ行動や省エネ機器導入に関して、その方法や効果を具体的に周知し、市民、事業者

の主体的な取組を促進することが必要。 

●公共施設や職員による省エネルギー化に関しても、さらなる取組が求められる。 

２ 持続可能なエネルギー利用に関する課題 

●太陽光発電は今後も一定の拡大が見込まれるが、その他の再生可能エネルギーも含め、設

置空間の確保やコストの観点から、大幅な導入拡大は困難。 

●中小規模の再生可能エネルギーの導入目的は、固定価格買取制度の見直しなどもあり、「売

電」から「地産地消（自家消費）」にシフトしているため、今後は、災害時のエネルギー

確保や光熱費削減などの効果を明確にし、持続的な導入を推進していくことが必要。 

●低炭素なエネルギーの選択を促すことが必要。 

●市域の温室効果ガス排出削減やエネルギー供給の強靭化のため、再生可能エネルギー等の

地産地消へ取組を展開させていくことが必要。 

３ 環境・エネルギー分野の先進都市としてのまちづくりに関する課題 

●本市として新たに掲げる目標等（ゼロカーボンシティ、再エネ導入、ＳＤＧｓ未来都市）

の達成に資する先進的な取組が求められる。 

●単体建物での取組に加え、美園地区における実証のさらなる展開を図るなど、まちづく

りと連動した面的なエネルギーマネジメントが必要。 

●車両単体の低炭素化や公共交通等の利用推進、道路交通の渋滞緩和など、総合的な対策

が必要。 

●環境ビジネスの内容を改めて整理・具体化し、誰が、どのようなビジネスに参加できる可

能性があるのかを示すことが必要。 

●健康や福祉など、市民生活の質を高めるサービスの一環として、気候変動やエネルギー

に関するサービスも位置付けることが考えられる。 

４ 気候変動への適応に関する課題 

●市民の安全・健康や市内の生態系、産業等を守るため、本市として出来ることを検討する

とともに、将来起こりうる被害（大規模災害等も含めて）の防止・軽減のための適応策が

必要。 

●防災、健康、福祉、まちづくりなどの各分野と連携し、計画的な対策の展開が必要。 

●本市における熱中症リスクの上昇や、埼玉県内において内水氾濫による浸水範囲が拡大

する懸念があり、短期的な課題としては、暑さ対策や浸水被害の抑制などが必要。 

●中長期的には、生態系の変化や水不足、地域産業に対する悪影響への対応が必要。 
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計画の方針 

地球温暖化対策をはじめとした環境分野における取組では、国の「第五次環境基本計画」

や「さいたま市総合振興計画」、ＳＤＧｓ等の考え方を取り入れ、各分野における課題を統

合的に解決することが求められています。本市が目指す「望ましい環境像」の実現に向けて

も、ＳＤＧｓを踏まえた様々な視点から地球温暖化対策を推進するとともに、多様な主体と

連携することで、経済・社会が同時に成長するマルチベネフィットを創出し、脱炭素社会、

循環型社会、レジリエントな社会への移行を目指します。 

 

 

  

 

ＳＤＧｓの概念に基づき、持
続可能な社会を構築する基盤
と捉え、地域の社会や経済の
向上に繋がるものとして、分
野横断的に取り組みます。 

市内における連携・協働の輪
をさらに広げるとともに、他
地域との連携を深め、環境保
全の取組の幅を広げていきま
す。 

あらゆる主体が気候変動への
危機感を共有し、緩和策・適
応策に一体的に取り組むこと
で、地球温暖化対策を総合
的・計画的に推進します。 

①ＳＤＧｓを意識した 
施策の推進 

②多様な主体との連携による
施策の推進 

③緩和策・適応策の 
一体的な推進 

計画の視点 

基本方針 

   

社会システム
の変革 

環境の保全 
と創造 

ライフスタイル
の転換 

イノベーション
の進展 

「新たな日常」を踏まえた 

マルチベネフィットの創出 
（環境と成長の好循環） 

新しい生活様式
の実践 

脱炭素社会・循環型社会・レジリエントな社会への移行 

ＥＳＧ投資の促進 

ＡＩ･ＩｏＴや先進技術
の活用 地域資源等の 

活用 

市民協働・公民連携
の推進 

ＥＳＤの視点による
教育の推進 

まちづくりとの 
連携 

グリーンリカバリー
の推進 
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【備考】1 計画の視点における矢印は各要素の循環を示します。 
2 グリーンリカバリー：コロナ禍からの経済の復興と脱炭素社会への移行を両立させること。 
3 ＥＳＤ：Education for Sustainable Development の略で、持続可能な社会づくりの担い手を育む教育のこと。 
4 ＥＳＧ投資：従来の財務情報だけでなく、環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス（Governance）

も考慮した投資のこと。 
5 レジリエントな社会：自然災害等の突発的なショックや社会問題等の慢性的なストレスによる影響を最小

限にとどめ、適応し、発展する能力のある社会のこと。 

 

 

 

 

 

  

施策の柱 

①省エネルギー化の推進 
家庭やオフィス、公共施設での省エネ行動の実践

とエネルギー効率の向上 

②持続可能なエネルギー政策の推進 
太陽光などの再生可能エネルギーの導入の促進に

よる本市が利用するエネルギーの脱炭素化 

③環境未来都市の実現 
革新的な技術導入による環境負荷が少なく、暮ら

しやすい都市の構築 

④気候変動への適応 
気候変動影響の予測と監視により、市民の安全・

安心の確保に向けた適応策を推進 

⑤循環型社会の形成 
資源循環型社会の形成による天然資源の消費が抑

制された持続可能な社会経済システムの構築 

⑥環境教育・環境学習の推進 
すべての主体が地球温暖化問題に積極的に取り組

むための教育・学習の推進 

将来像 

「
脱
炭
素
社
会
に
向
け
た
持
続
可
能
な
都
市
」
の
実
現 

気候危機への対応 
（気候変動による災害等の頻発化・激甚化、生物多様性の損失等） 

背景・課題 
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本計画とＳＤＧｓの関係 

本計画にもとづく取組を実施することで、次に示す 12 の目標達成に貢献します。 
 

関連するＳＤＧｓの目標 目標達成に貢献する主な取組 

飢餓をゼロに 

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現

し、持続可能な農業を促進する。 

・ごみ減量化等による食品ロス削減の推進 

・温暖化に対応した品種、栽培技術、農業技術

の普及促進 

すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保

し、福祉を促進する 

・有害化学物質や大気、水質及び土壌汚染への

対策 

・熱中症、感染症対策 

質の高い教育をみんなに 

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保

し、生涯学習の機会を促進する。 

・ＥＳＤの視点を踏まえた環境教育・学習の 

推進 

安全な水とトイレを世界中に 

すべての人の水と衛生の利用可能性と持続可能な管

理を確保する。 

・公共用水域の水質常時監視 

・下水道の整備・維持管理によるによる水環境

の向上 

エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近

代的エネルギーへのアクセスを確保する。 

・再生可能エネルギーの普及拡大 

・エネルギー効率の良いまちづくりの推進 

・エネルギーの地産地消 

産業と技術革新の基盤をつくろう 

強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ

持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進

を図る 

・自立・分散型エネルギーシステムの構築 

・先進的な技術・サービスの推進 

住み続けられるまちづくりを 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能

な都市及び人間住居を実現する。 

・気候変動への適応策の推進 

・廃棄物の適正処理 

つくる責任使う責任 

持続可能な生産消費形態を確保する。 

・３Ｒの推進 

・廃棄物の循環利用と適正処理 

・化学物質への対策 

気候変動に具体的な対策を 

気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を

講じる。 

・地球温暖化対策に関する教育・啓発 

・気候変動への適応策の推進 

海の豊かさを守ろう 

持続可能な開発のために海洋と海洋資源を保全し、

持続可能な形で利用する。 

・プラスチックごみ等の減量化や適正処理の 

推進 

陸の豊かさも守ろう 

陸域生態系の保護・回復・持続可能な利用の推進、

持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに

土地劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止

する。 

・生態系の継続的なモニタリング 

 

パートナーシップで目標を達成しよう 

持続可能な開発のための実施手段を強化し、グロー

バル・パートナーシップを活性化する。 

・市民、事業者等と連携した環境保全活動の 

推進 

出典：「すべての企業が持続的に発展するために‐持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）活用ガイド‐（第２版）」（環境省） 




